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A． 研究目的 
第4期がん対策推進基本計画では,がんになっても

安心して生活し,尊厳を持って生きることのできる地

域共生社会を実現することで,全てのがん患者及びそ

の家族等の療養生活の質の向上を目指す「がんとの

共生」分野推進の一環として,がん患者に対するアピ

アランスケアが独立した項目として記載されており,
がん患者の治療に伴う外見の変化に対する認識が

年々高まっている。 
厚労科研調査によれば,全体の58.1％ががん患者の

治療による外見関連の変化を経験し,女性では7割に

近い患者が「変化した」と答えている。女性乳がん患

者における身体症状の苦痛度調査（Nozawa et al. 
Psyco-Oncology, 2013）では脱毛,乳房切除が最も苦

痛度が高く,総じて外見の変化が患者に大きな影響を

与えていることが指摘されている。 
近年では,治療が外来で行われることも多く,また

治療中も就労を継続する人も増えるなど,患者が社会

と接し,外見の変化を意識する機会が増加している

（H30患者調査）。医療の場でも,ウィッグや再建手

術,補整具などを活用し,アピアランスケアを提供す

ることが求められるようになっている。 
しかし,ウィッグや胸部補整具の購入には金銭的負

担も大きい。現在,日本国内の各地方自治体において,

ウィッグ・胸部補整具といったアピアランスケア関

連の助成事業が次々と導入されているが,自治体によ

り助成内容や助成額,所得制限の有無など制度内容は

様々である。 
本研究では,日本国内の地方自治体で実施されてい

るアピアランスケア関連助成事業の実態を網羅的に

把握することを目的に,自治体担当者へのヒアリング

調査および都道府県への質問紙調査を行い,分析した。 
 
B．研究方法 
 調査は①自治体担当者へのヒアリング調査,②都道

府県調査の順に実施した。 
①自治体へのヒアリング 
【期間】2024年7～9月 
【対象】3都道府県および都内3区のアピアランス事

業担当者 
【調査手法】自治体ホームページから助成事業実施

の有無を確認し,助成事業を実施している自治体のう

ち,助成額や対象範囲の異なる地域を抽出し,ヒアリ

ングを依頼した。事前にヒアリング項目を配布し,対
面またはWEBインタビューを実施した。ヒアリング

が難しい自治体からは,紙面により回答を得た。 
調査項目は,令和4年度に実施した助成内容および申

請内容,助成事業を導入したきっかけ,実施にあたっ
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て感じている課題点,他の自治体の実施状況で知りた

い項目はあるかを尋ねた。 
 
②都道府県調査（資料１） 
【期間】2023年11～12月 
【対象】全国47都道府県 
【調査手法】全国47都道府県のホームページより助

成事業の実施状況と実施主体を確認した後,都道府県

のがん対策主管課あてに電子メールにより依頼し,W
EBアンケート調査を実施した。調査項目は,助成事業

の財源,助成対象,助成額および助成額を設定した経

緯等とし,自由記載にて現状の課題等を尋ねた。調査

時に助成事業を実施していない自治体には今後事業

の実施意向はあるか,事業を実施できなかった・しな

い理由,自由記載にて回答者の都道府県内にて事業を

実施している市区町村名を尋ねた。 
データは項目ごとに記述統計を算出し,助成事業の

課題や問題点に関する自由記載は意味内容の類似性

に従って分類してまとめた。 
 
（倫理面への配慮） 
本研究は,行政サービスの実施状況についての調査

であり,倫理審査を必要としない。対象者へは,本研究

の目的・方法・倫理的配慮を記した文書（別紙参照の

こと）をよく読み,回答するよう依頼した。また,Web
回答フォームは「協力に同意する」にチェックした者

のみ回答できるよう設定した。 
 
C．研究結果 

①自治体への事前ヒアリング 

 2都道府県では都道府県が住民に直接的に助成申

請を受理・補助している（以降,直接補助）ため,県内

全域を助成対象としていたが,1都道府県では都道府

県が市区町村等を通じた間接的補助（以降,間接補助）

として実施しているため,都内市区のうち助成事業を

実施していない市区も存在した。ヒアリングを実施

した都内3区では助成上限額や申請手続などがそれ

ぞれに異なり,都道府県および市区町村いずれも助成

制度の内容はバリエーションが多様であることが明

らかとなった。 

自治体担当者からは,迅速に申請者のもとに助成金

を届けたい思いがある一方で不正な申請を防ぐため

一定の手続きを踏む必要があるため作業工数がかか

ること,また自地域の方法が必ずしも適切であるとは

限らないことから,他の自治体の運用方法を知りたい,

といった声が多くあった。 

 
②都道府県調査 

調査協力を依頼した47都道府県（有効回答率100％）

より,同意および回答が得られた。 

■事業実施主体 

各自治体のホームページおよびアンケート結果よ

り確認できた助成事業の実施主体および実施状況に

ついて都道府県別にみると,「都道府県が何らかの形

で実施している」地域が34件（72.3％）,「市区町村

主体でのみ実施している」地域が9件（19.1％）であ

り,都道府県内で主体となる自治体に関わらず助成を

受けることができる都道府県は9割（43件,91.4％）を

超えた。しかし,都道府県内全域がカバーされており,
居住地域に関わらず助成を受けられる都道府県は18
件（38.3％）のみにとどまった。 

実施主体別に見ると,直接補助地域が10件（21.3%）,
間接補助地域が24件（51.1％）であった。助成事業の

財源は一般財源（9件）,ふるさと納税を含む寄付金（2
件）（複数回答）であった。 

以降は都道府県が直接補助を実施している地域（1
0件）の結果を示す。 

■助成対象者の選定 

助成対象者は全年齢を対象とする（9件）,申請時年齢

20～39歳を対象とする（1件）であった。また,市町村

民税課税年額による所得制限を設けて対象者を選定

する（3件）地域があった。 

■助成額 

都道府県で直接申請受理している10件のうち9件
で,助成額もしくは購入費用割合いずれか低い方の額

で助成を行っていた。指定していた助成額は「1万円

以下」が3件,「2万円以下」が4件,「3万円以下」が1
件,「5万円以下」が2件だった。また,購入費用割合で

は「購入費用の1/2」が7件,「購入費用の1/3」が2件,
「費用全額」が1件だった。助成額を設定した経緯は,
他の自治体を参照した（9件）,市場価格を参照した（4
件）であった（複数回答）。 

■申請方法,情報の管理 

申請書を受け取る窓口としては,自治体窓口・郵送

（8件）,自治体窓口・郵送・オンライン（１件）,郵送

のみ（1件）であった。また,申請時に必要な書類はが
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ん治療を受けた証明（8件）,住民票（7件）,ウィッグ

等補整具の領収書（7件）,治療中である証明（4件）,
所得課税証明書（4件）であった。その他必要書類と

しては,病名が明記された書類,補整下着が必要とな

る手術を受けたことがわかる書類などが挙げられた

（複数回答）。 

 申請を受けた内容についてどのように収集・保管

しているかについては,データ（Excel等）が9件,台帳

（紙）が3件,その他として保健所と共有するデータベ

ースが1件だった。専用システム等で管理する都道府

県はなかった（複数回答）。 

■事業開始時期,きっかけ 

助成事業・制度の導入を開始した時期については,
「平成」年代が4件,「令和」年代が6件だった。年代

の詳細を見ると,平成28～31年,令和元年が各1件,令
和2,4年が各2件,令和5年が1件だった。 

事業導入のきっかけは,「政党や議会からの提案が

あったから」5件,「自都道府県のがん対策基本計画に

沿うため」と「他の自治体が導入していたから」4件,
「市民・患者団体からの働きかけ」2件だった（複数

回答）。 

■助成事業・制度の広報手段 

都道府県において事業をどのように一般市民また

はがん患者へ広報しているかについては,チラシおよ

びホームページ（各10件）,がん診療連携拠点や近隣

病院との連携（8件）,自治体で発行する県民だより等

の冊子,窓口での口頭案内（各2件）,その他新聞広告掲

載やウィッグ等販売店との連携が挙げられた（複数

回答）。 

■事業実施上の課題点 

事業実施上の課題点として,財源の安定確保や助成

対象の拡大,事業実施主体の移管対応などが挙げられ

た。また助成事業を実施していない4都道府県（8.5％）

では,助成事業の実施を検討しているものの予算・人

的資源確保が困難であることが未実施の理由として

挙げられた。 

 
 
D．考察 
 本研究により,都道府県および市区町村における

アピアランス関連補助事業の実態を明らかにするこ

とができた。都道府県と市区町村のいずれかが主体

となって助成事業が実施されている地域は全体の9
割を超えていた。アピアランスケアはがん対策推進

基本計画の中でも推進項目として記載されており,行
政サービスとして市民からの理解が比較的得られや

すい内容として行政担当者に認識されていること,事
業の浸透率の高さにつながっていることが推察され

た。また,助成事業の導入が特に過去5年で増加傾向に

あり,近隣自治体での導入がきっかけとなった自治体

も多くみられたことから,「がんとの共生」に際して

社会とつながりを持って闘病することが望ましいと

いう認識や,実施の義務が生じない助成制度を多くの

地方自治体で導入するなど地方自治の姿として望ま

しい状況を作る機運の高まりが調査およびヒアリン

グ結果より伺われた。 
一方で,都道府県内全域カバー率は4割未満に留ま

り,助成事業を都道府県内で全く実施していない地域

も存在し,助成額も地域により異なることから,助成

事業の内容には地域差があることが明らかとなった。

制度の実施主体については,「都道府県が全域で事業

を実施することで居住地域にかかわらず助成が受け

られることは公平性の担保に繋がりえるが,事務手続

が膨大となることから,市区町村単位での事業運営に

移行したい」との意見もあった。事務手続により発生

するコストや人的負担は多くの自治体から課題とし

て挙げられていた点であり,助成事業を地方自治体に

おいて持続的に実施するためには,煩雑な事務手続や

過剰なコストをかけない運営方法が必須となる。自

治体の中には,がん患者の早期の社会復帰を支援する

観点から,申請手続を簡素化し迅速に患者の手元に助

成金が届く仕組みを作った自治体もあった。今回の

調査から得た各自治体の取り組みや知見を共有する

ことで,各自治体の実情に沿った助成事業運営を検討

するにあたっての一助となる可能性がある。 
また,ウィッグや胸部補整具自体が比較的高価な製

品が多いことも以前より指摘がある。国立がん研究

センター内のアピアランス支援センターや全国の相

談支援センター,医療機関において,様々な価格帯の

ウィッグを手に取って試すことができることや,情報

支援により患者の生活スタイルに見合った補整具を

探す手助けができる可能性があることを,関連機関と

の連携の上さらに周知したい。 
 
E．結論 
本研究では,都道府県において実施されているアピ

アランス関連助成事業の実態を明らかにするべく,全
都道府県を対象にWEBアンケート調査を実施し,分
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析した。都道府県と市区町村のいずれかで助成事業

が実施されている地域は9割を超えており,都道府県

内全域カバー率は4割未満に留まっており,助成事業

の内容には地域差も存在した。今回の調査結果およ

び現在実施中である市区町村調査から得られた知見

を自治体関係者に適切にフィードバックし,今後の事

業運営に役立てることができる内容となるよう,さら

に分析および整理を進める予定である。 
 

F．健康危険情報 
  特になし 
 
G．研究発表 
1．書籍発表  
 
2．学会発表 
  瀬崎彩也子,八巻知香子,都道府県におけるがん

患者のアピアランス関連補助事業の実態,第9回日本

がんサポーティブケア学会学術集会,埼玉（2024．5.
18-19） 
 
H.知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む） 
 1. 特許取得   なし 
 

2. 実用新案登録 なし 
 

3. その他       なし 
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資料１ 

調査①都道府県調査 アンケート回答画面 
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